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第２ 物件を評価する

１ 賃貸アパート・マンションの相続税評価額

＜フローチャート＞

１ 全体像の確認

２ 画地調整等の計算

３ 「マンション評価通達」による評価

４ 「賃貸借」による評価額の減額

５ 小規模宅地等の特例の適用

一定の区分所有財産（分

譲マンション）の場合
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第１ 賃貸建物を譲渡する

＜フローチャート＞

１ 債権債務の確認

２ 売買契約

４ 所有権移転登記

５ 賃借人への通知

６ 個人事業の廃業手続

３ 敷金・その他預り金の承継

廃業する場合
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するには、㋐自己資金で被担保債務を返済して売却する方法、㋑売

却時に売却代金をもって被担保債務を返済する方法がありますが、

いずれにしても債務額を確認し、返済方法について金融機関と協議

する必要があります。

③ 継続的契約に関する債権債務

賃貸建物に関する継続的な契約としては、管理会社との管理委託

契約、エレベーター保守契約、インターネット契約、水道・電気契

約、保険契約等が考えられます。これらに関する契約内容について

は、契約書、請求書、引落口座等により確認します。

アドバイス

●賃貸人の地位の留保

賃貸人が賃貸建物を譲渡した場合、建物の賃借人が対抗要件を備えて

いても、賃貸人の地位を譲渡人に留保することは可能です。留保するた

めには、譲渡人と譲受人の間で、①賃貸人たる地位を譲渡人に留保する

旨の合意、②当該不動産を譲受人が譲渡人に賃貸する旨の合意がそれぞ

れ必要となります（民605の２②前段）。

また、譲渡人と譲受人又はその承継人との間の賃貸借が終了したとき

は、譲渡人に留保されていた賃貸人たる地位は、譲受人又はその承継人

に移転することになります（民605の２②後段）。

２ 売買契約

譲受人が確定したら売買契約を締結します。売買契約書には賃

貸借契約に関する条項を記載します。
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アドバイス

●マンションの価額

区分所有建物（いわゆる分譲マンションなど）の区分所有者は、一般

に、専用部分に関して、①区分所有権（建物部分に係る権利）、②敷地利

用権（土地部分に係る権利）の２つの権利を有します（区分所有１・２①

⑥・22）。このことから、相続税の計算上も、これらの権利についてそれ

ぞれ価額を評価することになります（①については自用家屋としての価

額を、②については自用地としての価額をそれぞれ検討していくことに

なります。）。

４ 「賃貸借」による評価額の減額

(１) 貸家の評価

貸家については、自用家屋としての価額から、「借家権割合×賃

貸割合」の分だけ評価額が減額されます。

(２) 貸家建付地の評価

貸家建付地については、自用地としての価額から、「借地権割

合×借家権割合×賃貸割合」の分だけ評価額が減額されます。

(３) マンション評価通達の適用がある場合の取扱い

マンション評価通達の適用がある場合には、３で計算した価額

に対してそれぞれ前記(１)、(２)の計算を行います。

(１) 貸家の評価

◆評価方法

貸家（借家権の目的となっている家屋をいいます（評基通26）。）の価
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１ 債権債務の確認

賃貸建物を譲渡するには、不動産会社と媒介契約を締結して、

売却手続を進めるのが通例です。併せて、賃貸建物に関わる関係

当事者との債権債務関係を確認します。

◆賃貸建物の譲渡と賃貸人たる地位の移転

賃借人が賃借権の対抗要件を具備している場合において、その不動

産が譲渡されたときは、譲受人は当然に賃貸人の地位を承継します（民

605の２①）。また、賃借人が対抗要件を具備していない場合であって

も、賃貸人は、賃借人の承諾を要しないで、譲渡人と譲受人の合意に

より、賃貸建物の譲渡により賃貸人の地位を譲受人に移転させること

ができます（民605の３）。

◆債権債務の確認

賃貸建物を譲渡するには、不動産会社と媒介契約を締結して、売却

手続を進めるのが通例です。また、売却の準備として、賃貸建物に関

する契約関係の清算、引継ぎ等を行うために、関係当事者との債権債

務関係を確認する必要があります。

① 固定資産税・都市計画税

固定資産税・都市計画税については、賃貸建物売却の際に、譲渡

人と譲受人との間で日割計算により負担するのが一般的です。固定

資産税・都市計画税の金額は、固定資産税・都市計画税課税明細書

に記載されています。

② 賃貸建物に設定された担保権

賃貸建物に抵当権等の担保権が設定されている場合には、賃貸建

物の売却の際に、担保権を抹消するのが一般的です。抵当権を抹消
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【参考書式20】 建物売買契約書

売買契約書

売主○○○○（以下「甲」という。）と買主○○○○（以下「乙」とい

う。）は、甲所有の後記物件の表示記載の土地（以下「本件土地」という。）

及び建物（以下「本件建物」といい、本件土地及び本件建物を合わせて

「本物件」という。）につき、以下のとおり売買契約（以下「本契約」と

いう。）を締結した。

よって、これを証するため本書２通を作成し、それぞれ署名（記名）

押印の上、甲及び乙が各１通を保管する。

第１条（売買契約の締結）

甲は本物件を乙に売り渡し、乙はこれを買い受ける。

第２条（売買代金）

１ 本物件の売買代金は、総額金○○円也とする。

（内訳）本件土地代金 金○○円也

本件建物代金 金○○円也

２ 甲及び乙は、本物件の売買対象面積は、土地については後記土地面

積、建物については後記建物面積とし、同面積が測量等による実測面

積と差異が生じた場合であっても、互いに異議を申し出ず、売買代金

の変更、本契約の解除、損害賠償の請求その他何らの請求をしない。

第３条（売買代金の支払方法）

乙は、甲に対し、本物件の売買代金を次のとおり支払う。

① 手付金 金○○円（銀行振込）

② 残代金（令和○年○月○日予定） 金○○円（銀行振込）

なお、手付金（①）は、残代金（②）支払の時に、売買代金の一部

に無利息にて充当する。

第４条（手付解除）

１ 甲及び乙は、令和○年○月○日までは、その相手方の本契約の履行

着手の有無にかかわらず、互いに書面により通知して、本契約を解除

することができる。

２ 甲が前項により本契約を解除するときは、甲は、乙に対し、手付金

及び手付金と同額の金員を現実に提供する。
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250903 単行本「（2025.9）5100373Q 収益不産対応_中k adv」（B4）
［法］
（CC）
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